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３．事業の実施状況 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【No.3-1（介護分）】 

地域密着型老人福祉施設整備推進事業 

老人福祉施設開設準備経費助成事業 

【総事業費】 

 

362,687千円 

事業の対象とな

る区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 平成 29年 4月 1日～令和 3年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護 

ニーズ 

身近な地域で，地域の特性に応じた，多様で柔軟なサービス提供

が可能となるよう，地域密着型サービスの充実を図る。 

アウトカム指標：地域密着型サービス施設の定員総数及び施設数を

増加させる。 

・地域密着型介護老人福祉施設（1,073床→1,195床）＋122床 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所（6か所→19か所）＋13か所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（8か所→19か所）＋11か所 

・地域包括支援センター（148か所 → 152か所）＋4か所 

事業の内容（当

初計画） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

地域密着型特別養護老人ホーム      68床（２か所） 

 認知症高齢者グループホーム         床（１か所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所       床（２か所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所    １か所 

 地域包括支援センター             ２か所 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援

を行う。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて，地域密着型サービス施設

等の整備等を支援することにより，下記目標に向けて地域の実情に

応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

【いばらき高齢者プラン 21 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

・地域密着型介護老人福祉施設       1,073床→1,195床  

・看護小規模多機能型居宅介護事業所    6か所→19か所 



  

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 8か所→19か所 

・地域包括支援センター          148か所→152か所 

アウトプット指

標（達成値） 

・地域密着型介護老人福祉施設 1,160床（R2年度末） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 12か所（R2年度末） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 11か所（R2年度末） 

・地域包括支援センター 162か所（R2年度末） 

事業の有効性・

効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

・地域密着型介護老人福祉施設 1,160床（R2年度末） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 12か所（R2年度末） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 11か所（R2年度末） 

・地域包括支援センター 162か所（R2年度末） 

（１）事業の有効性 

 特定の地域，施設に偏ることなく，全県的に多様な施設が整備さ

れており，地域包括ケアシステム構築に向けた整備が進んでいる。 

（２）事業の効率性 

一部施設については目標整備数を達成する等，効率的な整備を進

めているといえる。 

その他 ・R3年度への繰越額：0千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.5-18（介護分）】 

認知症介護等研修事業 

【総事業費】 

313千円 

事業の対象となる区域 県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県老人福祉施設協議会） 

事業の期間 令和２年４月 1日～令和３年３月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

認知症の人が住み慣れた地域において、安心して自分らし

く生活できるよう、地域における認知症介護の充実強化を図

る。 

アウトカム指標： 
【いばらき高齢者プラン 21 計画期間：平成 27年度～平成 29年度】 

 ・介護職員数 32,586人 → 42,621人 

【いばらき高齢者プラン 21 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 36,514人 → 41,929人 

事業の内容（当初計画） ①認知症対応型通所介護事業所等の管理者となる者が、必要

な知識を修得するための研修を実施。（年４回） 

②指定小規模多機能型居宅介護事業所等の代表となる者が、

必要な知識を修得するための研修を実施。（年１回） 

③指定小規模多機能型居宅介護事業所の計画作成担当者とな

る者が、必要な知識を修得するための研修を実施。（年２回） 

アウトプット指標 

(当初の目標値） 

① 認知症対応型サービス事業管理者研修の実施 

 （令和２年度末の受講者数（累計）：2,540人） 

② 認知症対応型サービス事業開設者研修の実施 

 （令和２年度末の受講者数（累計）：310人） 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修の実施 

（令和２年度末の受講者数（累計）：530人） 

アウトプット指標 

（達成値） 

① 研修の実施 年 3回 受講者数：63人（累計：2,382人） 

② 研修の実施 年 1回 受講者数：14人 （累計：291人） 

③ 研修の実施 年 2回 受講者数：14人 （累計：472人） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

  新型コロナ感染拡大防止の観点に配慮し、各研修の対象

者に対し必要な知識を習得するための研修を実施し、認知

症高齢者に対する介護サービスの充実を図ることができ

た。 

（２）事業の効率性 

  受講者の募集に関して、市町村介護保険担当課の協力及

び県 HPへの掲載により、より多くの受講希望者に研修実施

を周知した。 

その他  


